
 

○岩手県固定資産評価審議会条例（昭和37年９月29日岩手県条例第33号） 

 

（趣旨） 

第１条 この条例は、地方税法（昭和25年法律第226号）第401条の２第５項の規定により、岩

手県固定資産評価審議会（以下「審議会」という。）の組織及び運営に関し必要な事項を定

めるものとする。 

（組織） 

第２条 審議会は、委員10人以内をもって組織する。 

２ 委員の任期は、３年とする。ただし、欠員が生じた場合における補欠委員の任期は、前任

者の残任期間とする。 

（会長） 

第３条 審議会に会長を置き、委員の互選とする。 

２ 会長は、会務を総理し、会議の議長となる。 

３ 会長に事故があるとき又は会長が欠けたときは、あらかじめ会長が指名する委員がその職

務を代理する。 

（会議） 

第４条 審議会は、知事が招集する。 

２ 審議会は、委員の半数以上が出席しなければ開くことができない。 

３ 審議会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するところによ

る。 

（庶務） 

第５条 審議会の庶務は、ふるさと振興部において処理する。 

（補則） 

第６条 この条例に定めるもののほか、審議会の運営に関し必要な事項は、会長が審議会には

かって定める。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成９年３月27日条例第63号） 

この条例は、平成９年４月１日から施行する。 

附 則（平成12年12月18日条例第72号抄） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成13年４月１日から施行する。 

附 則（平成21年12月15日条例第70号抄） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成22年４月１日から施行する。 

附 則（平成26年３月28日条例第18号） 

この条例は、平成26年４月１日から施行する。 

附 則（平成元年12月20日条例第29号） 

（施行期日） 

１ この条例は、令和２年４月１日から施行する。 

附 則（令和４年10月25日条例第42号） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

２ この条例の施行の際現に岩手県固定資産評価審議会の委員である者の任期は、この条例による

改正後の岩手県固定資産評価審議会条例第２条第２項の規定にかかわらず、令和５年８月31日ま

でとする。 

 

  



 

   〇岩手県固定資産評価審議会規則（昭和37年12月17日施行） 

 

 （目的） 

第１条 この規則は、岩手県固定資産評価審議会条例（昭和37年岩手県条例第33号）第６条の

規定に基づき、岩手県固定資産評価審議会（以下「審議会」という。）の運営に関し必要な事

項を定めることを目的とする。 

 （会議の非公開） 

第２条 会議は、原則として公開とする。ただし、地方税法（昭和25年法律第 226号）第401条

の２第３項各号に掲げる事項その他固定資産の評価に関する事項で情報公開条例（平成10年

岩手県条例第49号）第７条第２号、第３号又は第５号に該当するものを調査審議するときは、

非公開とすることができる。 

 （説明聴取） 

第３条 議長は、必要と認めるときは、審議会にはかつて関係行政機関の職員その他適当と認

める者の出席を求め、その説明又は意見を徴することができる。 

 （議事録） 

第４条 会議の議事録は、審議会の庶務を処理するふるさと振興部において作成する。 

 （補則） 

第５条 この規則で定めるもののほか、会議の運営に関し必要な事項は会長が定める。 

   附 則 

この規則は、昭和37年12月17日から施行する。 

   附 則 

この規則は、平成10年２月９日から施行する。 

   附 則 

この規則は、平成11年２月８日から施行する。 

   附 則 

  この規則は、平成11年11月８日から施行する。 

   附 則 

  この規則は、平成14年２月22日から施行する。 

   附 則 

  この規則は、平成22年４月１日から施行する。 

附 則 

  この規則は、令和２年10月28日から施行する。 


